
 

 

独立行政法人国立長寿医療研究センター年度計画 

 

平成２２年度の業務運営について、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第３１条第１項の規定に基づき、独立行政法人国立長寿医療研究センターの年度

計画を次のとおり定める。 

 

平成２２年６月２２日 

独立行政法人国立長寿医療研究センター 

理事長 大島 伸一 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るために取るべき措置 

センターが国際水準の研究を展開しつつ、我が国の治験を含む臨床研究を推進す

るため、以下に掲げる中核機能を強化する。 

これにより、高度先駆的医療の開発及び標準医療の確立のための臨床を指向した

研究を推進し、その成果を継続的に生み出していく。 

 

１．研究・開発に関する事項 

（１）臨床を志向した研究・開発の推進 

① 研究所と病院等、センター内の連携強化 

認知症の予防、診断、治療、支援の先進的かつ実用化を目指した開発研究

を行う「認知症先進医療開発センター」の設置や、予防、診断、薬物治療、

非薬物治療、認知症リハビリテーション、看護、介護、教育等を一貫的に実

施する「もの忘れセンター」を平成２２年度に設置し、基礎研究から臨床医

療への橋渡しをセンター内でスムーズに行うことができる体制を構築する。 

これらの結果として、研究所・病院間の人的交流や共同研究の実施など、

各部署の高度な専門性に基づいた連携を推進し、共同研究の件数を増加させ

る。 

 

② 産官学等との連携強化 

国内外の産業界、研究機関、治験実施医療機関等との共同研究・受託研

究・治験の実施件数の増加を図ることにより、センターを中心とした長寿医

療研究の基盤となる体制を整備する。 

 



 

③ 研究・開発の企画及び評価体制の整備 

長寿医療研究開発費評価委員会による外部評価を経て、同研究開発費によ

る研究を平成２２年度から開始する。 

センターが行う各種研究については、外部委員も参画する倫理・利益相反

委員会、共同研究審査委員会、受託研究審査委員会等における審査・評価を

通じ、研究の質を担保する。 

 

④ 知的財産の管理強化及び活用推進 

研究開発成果の流出に対する防止策の構築の一環として、研究に携わる職

員に対し知財に関する研修を実施するとともに、認定ＴＬＯの活用等により

研究者への相談支援機能の提供を行う。 

また、産業界との共同研究の実施により、センターの知的財産の効果的活

用を推進する。 

これらの結果として、センターにおける職務発明の件数の増加を図る。 

 

（２）病院における研究・開発の推進 

① 臨床研究機能の強化 

薬事・規制要件の専門家を含めた治験業務に携わる人材の充実をはじめと

した、治験等の臨床研究の支援体制の整備に努める。 

 

② 倫理性・透明性の確保 

臨床研究により発生しうる有害事象情報等を、倫理・利益相反委員会と医

療安全管理委員会とで共有するため、情報提供の範囲や流れ等の手順の作成

に着手する。 

臨床研究等に携わる職員に対する、各種指針等についての研修を実施す

る。 

臨床研究の趣旨やリスクに関する適切な説明と情報開示を、患者・家族に

対し行うため、院内で使用する説明書・同意書等の内容・形式の標準化に着

手する。 

センターで実施する治験等臨床研究の情報について、ホームページの活用

等により情報開示を行うとともに、詳細な内容についても、患者・家族等の

求めに応じ、可能な範囲内で情報提供を行う。 

 

（３）担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進 

これらの研究基盤の強化により、高度先駆的医療の開発やその普及に資する



 

研究・開発を着実に推進する。 

具体的な方針については別紙１のとおり。 

 

２．医療の提供に関する事項 

高齢者に特有な疾患に関する高度先駆的医療技術を提供するとともに、高齢者

に対する有効性や安全性の向上を目指した長寿医療の標準化を行う。 

（１）高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供 

① 高度先駆的な医療の提供 

認知症のアミロイドイメージング、先進的骨画像診断、先進的骨折治療の

提供、褥瘡の病因と病態診断に基づく治療法の選択など、高齢者に特有な疾

患の予防、診断、治療及び機能低下の回復のための高度先駆的医療を提供す

る。 

この一環として、平成２２年度においては、具体的に以下の取り組みを行

う。 

ア 高齢者に特有な疾患の診断技術の提供 

ａ 認知症の早期診断法の確立 

・画像、バイオマーカを用いた認知症早期診断の取り組みを開始する 

ｂ 運動器疾患の客観的診断法の確立 

・骨代謝制御に関する細胞レベルでの検討を開始する 

・先進的骨強度評価の取り組みを開始する 

ｃ 褥瘡の病態診断法の確立 

・創表面細胞外蛋白質解析による病態診断を開始する 

ｄ 感覚機能の客観的診断法の提供 

・高齢期聴力の客観的診断法の臨床応用を開始する 

・大脳皮質感覚野活動性の疾患による感覚機能変化に関する臨床研究を

開始する 

ｅ 咀嚼嚥下障害診断治療検査の臨床応用 

・歯科用ＯＣＴ画像診断機器の開発および臨床応用を開始する 

イ 高齢者に特有な疾患の治療技術の提供 

ａ 認知症の臨床治験の推進 

・病態修飾薬によるアルツハイマー病の臨床治験を行う 

ｂ 運動器疾患の新規治療法の臨床応用 

・椎体形成術の材料の新規開発の臨床応用を行う 

・新しい手術器具、骨折固定材料、治癒促進薬剤の開発による新しい骨

折治療法を行う 

ｃ 排尿障害に関する新規治療法の臨床応用 



 

・括約筋機能不全による腹圧性尿失禁に対する骨格筋幹細胞移植による

再生医療を行う 

・過活動性膀胱に対するＡ型ボツリヌストキシン膀胱壁内注入療法臨床

試験を行う 

 

② 医療の標準化を推進するための、最新の科学的根拠に基づいた医療の提供 

研究所と病院の連携による臨床研究の成果を踏まえ、長寿医療の標準化を

推進するため、最新の科学的根拠に基づいた医療の提供を行う。 

既に有効性が示されている既存の医療技術についても、骨折の早期診断

法、低侵襲脊椎・関節手術、低侵襲人工関節手術をはじめとした、高齢者に

安全な低侵襲手技による手術、高齢者に最適な薬物療法等、高齢者に対する

有効性や安全性の向上を目指した長寿医療の標準化を目指す。 

認知症の治療に関しては、薬物療法の選択だけでなく、認知症に対するリ

ハビリテーションの知見を踏まえた、非薬物療法の併用を行う。 

転倒・骨折予防に関して、転倒スコア（Ｆａｌｌ Ｒｉｓｋ Ｉｎｄｅｘ）

を多数例で測定開始するとともに、スコアの下位項目ごとに転倒予防の指導

を行える転倒手帳の配布を行い、転倒予防を図る。 

 

（２）患者の視点に立った良質かつ安心できる医療の提供 

① 患者の自己決定への支援 

患者・家族に対する説明に当たっては、平易な説明に努めることにより情

報の共有化に努め、高齢者である患者自身やその家族が治療の選択、決定を

医療者とともに主体的に行うことができるよう支援する。 

その一環として、平成２２年度は、検体サンプルの採取・保存に関する説

明書・同意書・ハンドブックを作成する。 

また、認知症、高齢者精神疾患に関するセカンドオピニオン外来を設置

し、患者・家族の相談に対応する。 

 

② 患者等参加型医療の推進 

患者の医療に対する理解を支援する機会を提供する。 

その一環として、平成２２年度は、認知症患者・家族を対象とした「もの

忘れ家族教室」を定期的に開催する。 

また、平成２２年度は、患者の意見を運営に反映させるための患者満足度

調査を年１回実施し、診療等業務の改善を行い、患者の視点に立った良質か

つ安心・安全な医療の提供に努める。 

 



 

③ チーム医療の推進 

医師及びその他医療従事者等、それぞれの特性を生かした多職種連携かつ

診療科横断によるチーム医療を推進し、特定の職種への過度な負担を軽減す

るとともに、質の高い医療の提供を行う。 

その一環として、平成２２年度は、高齢者に特有な疾患・病態に対する診

療科横断的、多職種による特殊外来である「もの忘れセンター」において、

薬剤師、看護師、言語聴覚士、心理士等が医師・歯科医師とともに評価・指

導にあたる。 

また、多職種から構成される院内診療チームの合同カンファレンス、合同

回診等を、週１回開催する。 

 

④ 入院時から地域ケアを見通した医療の提供 

在宅医療支援病棟や地域医療連携室の活用等により、医療の提供に必要な

ネットワークの構築に努め、急性期の受入れから、回復期、維持期、再発防

止まで一貫した包括的なプログラムに基づく医療を提供するとともに、患者

に対し切れ目なく適切な医療を提供できるよう、紹介先医療機関等の確保に

努め、入院から地域ケアまで見通した医療の提供を行う。 

 

⑤ 医療安全管理体制の充実 

医療事故報告の有無に関わらず、医療安全管理部門が定期的に病院内の安

全管理体制を検証し、その改善のための対策を立案し、各部門に対して助言

を行う等、医療安全管理を統括、監督する体制を充実する。 

その一環として、平成２２年度は、ヒヤリハット事例分析・対策会議を月

２回、医療安全管理委員会を月１回、医療安全対策のための職員研修を年２

回、それぞれ定期的に開催する。 

また、医療安全管理部門の担当者は、医療事故報告制度等ならびに医療機

器・医薬品等安全情報報告制度をはじめとした関係法令、各種指針等を遵守

し、病院各部門における医療安全に関わる管理体制の編成、日常的な医療安

全の管理業務、医療事故等の発生時における初動対応と危機管理等を統括す

る。 

 

⑥ 客観的指標等を用いた医療の質の評価 

患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供を行うため、センターで提

供する医療について、「生活機能評価」や「主観的満足感」等の客観的指標等

を用いた質の評価を行う。 

 



 

（３）その他医療政策の一環として、センターで実施すべき医療の提供 

① 認知症に関する医療及び包括的支援の提供 

認知症患者、家族を支援する医療体制を構築するため、医療と介護等の連

携を推進するとともに、センターにおいて、地域の医療施設、介護施設、自

治体関係者等と連携し、認知症に対するモデル的な医療を提供する。 

その一環として、平成２２年度には、認知症患者・家族を対象とした「も

の忘れ家族教室」を定期的に開催し、認知症の精神行動障害（周辺症状）へ

の対応等について教育するとともに、地域医療機関や介護施設とも連携す

る。 

 

② モデル的な在宅医療支援の提供 

患者の在宅療養生活を支援し、切れ目のない医療の提供を行うため、在宅

医療推進会議における議論を通じ、全国や地域を代表する在宅医療関係者等

との連携等により、モデル的な在宅医療を推進する。 

センターにおいて、在宅医療支援病棟を中心に、モデル的な在宅医療支援

を提供するための検討を行う。 

その一環として、平成２２年度には、在宅医療支援病棟の需要を計測する

ためのタイムスタディを開始するとともに、患者数の増加を図る。 

 

③ モデル的な終末期医療の提供 

終末期医療についての国民のコンセンサスの形成に資するよう、センター

において、モデル的な終末期医療のあり方について検討し、提供する。 

その一環として、平成２２年度には、高齢者の癌を中心とした、終末期医

療の具体的医療内容のニーズの調査を開始する。 

 

３．人材育成に関する事項 

（１）リーダーとして活躍できる人材の育成 

レジデント・看護師等の若手医療従事者、流動研究員等の若手研究者に対す

る教育・指導体制の充実により、長寿医療分野において将来専門家として活躍

する人材の育成を推進する。 

その一環として、センター職員に対する長寿医療分野に関する教育機会を確

保する。 

また、平成２２年度には、外部の医学生に対しても、日本老年医学会との共

催で「老年医学サマーセミナー」を開催する。 

 



 

（２）モデル的研修・講習の実施 

長寿医療の均てん化の推進を目的として、長寿医療に携わる医療従事者を対

象とした各種のモデル研修・講習を実施する。 

その一環として、平成２２年度は、口腔ケア研修会を開催するとともに、修

了者数を年２０名以上とする。 

また、認知症看護のモデル研修・講習のプログラム作成を開始する。 

 

４．医療の均てん化と情報の収集･発信に関する事項 

（１）ネットワーク構築の推進 

認知症患者、家族を支援する医療体制を構築するために、全国各地で認知症

患者の地域支援の調整等に携わる医師を対象とした「認知症サポート医養成研

修会」を開催する。 

平成２２年度は、「認知症サポート医養成研修会」を年５回開催するととも

に、修了者数を年３００名以上とする。 

 

（２）情報の収集・発信 

センターが国内外から収集、整理及び評価した長寿医療に関する最新の知見

や、センターが開発する高度先駆的医療や標準的医療等に関する情報につい

て、インターネットの活用等により国民向け・医療機関向けの広報を行う。 

平成２２年度は、コンテンツの充実やアクセス数の増加を目指した、ウェブ

サイトの全面的な見直しに着手する。 

 

５．国への政策提言に関する事項 

国と連携し、長寿医療分野における課題の解決策等について、長寿医療研究開

発費等を活用した社会医学研究による科学的な検討を行い、研究報告書、論文発

表、学会発表等を通じた専門的提言を行う。 

 

６．その他我が国の医療政策の推進等に関する事項 

（１）公衆衛生上の重大な危害への対応 

公衆衛生上重大な危害に際する国の要請に積極的に協力することができるよ

う、センターの有する医療資源（施設・設備及び人材等）に関する情報を一元

的に管理する等、迅速かつ適切に対応できるよう準備する。 

 

（２）国際貢献 



 

外国雑誌への論文発表や、国際学会での発表等による研究成果の諸外国への

発表や、外国人研究者の継続的な受入れを行う。 

関係団体との共催により、「国立長寿医療研究センター国際シンポジウム」を

開催する。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

１．効率的な業務運営に関する事項 

（１）効率的な業務運営体制 

センターとしての使命を果たすことができるよう組織内の企画立案、調整、

分析機能を高めるとともに、人的・物的資源を有効に活用し、ガバナンスの強

化を目指した体制を構築する。 

センターの使命に応じて、より効率的に成果を生み出せるよう、各部門の再

編を行う。 

 

① 副院長複数制の導入 

特命事項を担う副院長の設置を可能とするとともに、副院長の役割と院内

での位置付けを明確化する。 

 

② 事務部門の改革 

事務部門については、配置を見直し、効率的・効果的な運営体制とする。 

 

（２）効率化による収支改善 

医薬品医療材料等に対する他法人との共同入札の促進等による契約単価の見

直し並びに業務委託の適切な活用等及び適切な給与体系の見直し、診療収入の

増加を図ることにより、可能な限り収支相償の経営を目指す。 

 

① 給与制度の適正化 

給与水準については、社会一般の情勢に適合するよう、民間の従業員の給

与等を踏まえ、業務の内容・実績に応じたものとなるよう見直す。 

 

② 材料費の節減 

材料費率の抑制を図るため、医薬品の共同購入を行う。 

 

③ 一般管理費の節減 

平成２１年度に比し、一般管理費率（退職手当を除く。）の抑制に努める。



 

④ 建築コストの適正化 

建築単価の見直し等を進めるとともに、コスト削減を図り、投資の効率化

を図る。 

 

⑤ 収入の確保 

医業未収金については、新規発生の防止に取り組むとともに、定期的な支

払案内等の督促業務を行うなど回収に努めることで、平成２１年度に比して

医業未収金比率の縮減に取り組む。 

また、診療報酬請求業務については、院内のレセプト点検体制の確立等に

より適正な診療報酬請求事務の推進に努める。 

 

２．電子化の推進 

（１）電子化の推進による業務の効率化 

業務の効率化を図るために職員に対する通報等の文書の電子化を、費用対効

果を勘案しつつ取り組むよう努めるとともに、情報セキュリティの向上を図

る。 

また、電子カルテシステムの円滑な運用のための具体的な取組を行う。 

 

（２）財務会計システム導入による月次決算の実施 

平成２２年度は企業会計原則に基づく会計処理の初年度であることから、４

月１日から財務会計システムを導入し、確実に稼働させることにより、企業会

計原則による経営状況が把握可能な体制の確立を図る。 

また、月次で決算を行い、財務状況を把握すると共に、毎月評価会を開催

し、その経営状況の分析を行い、経営改善に努める。 

 

３．法令遵守等内部統制の適切な構築 

法令遵守（コンプライアンス）等の内部統制のため、内部監査等の組織を構築

する。 

契約業務については、原則として一般競争入札等によるものとし、競争性、公

正性、透明性を確保し、適正に契約業務を遂行するとともに、随意契約について

は、従前の「随意契約見直し計画」を踏まえた適正化を図り、その取組状況を公

表する。 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

「第２ 業務の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置」で定めた計



 

画を確実に実施し、財務内容の改善を図る。 

１．自己収入の増加に関する事項 

民間企業等からの資金の受け入れ体制を構築し、寄附や受託研究の受け入れ

等、外部資金の獲得を行う。 

 

２．資産及び負債の管理に関する事項 

センターの機能の維持・向上を図りつつ、投資を計画的に行い、中・長期的な

固定負債（長期借入金の残高）を償還確実性が確保できる範囲とし、運営上適切

なものとなるよう努める。 

平成２２年度については、内部資金の有効活用により、固定負債（長期借入金

の残高）を減少させる。 

（１）予  算 別紙２ 

（２）収支計画 別紙３ 

（３）資金計画 別紙４ 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１．限度額 １，４００百万円 

２．想定される理由 

（１）運営費交付金の受入遅延等による資金不足への対応 

（２）業績手当（ボーナス）の支給等、資金繰り資金の出費への対応 

（３）予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費増への対応 

 

第５ 重要な財産を処分し、又は担保に供しようとする時はその計画 

なし 

 

第６ 剰余金の使途 

決算において剰余を生じた場合は、将来の投資（建物等の整備・修繕、医療機器

等の購入等）及び借入金の償還に充てる。 

 

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．施設･設備整備に関する事項 

平成２２年度については、内部資金を活用して、経営状況を勘案しつつ医療機

器等の整備を行う。 

 



 

２．人事システムの最適化 

職員が業務で発揮した能力、適性、実績等を評価し、職員の給与に反映させる

とともに、業務遂行意欲の向上を図る業績評価制度を導入する。当該制度の適切

な運用を行うことにより優秀な人材の定着を図り、人事制度へ活用することによ

り、センター全体の能率的運営につなげる。 

非公務員型組織の特性を生かした人材交流の促進等、優秀な人材を持続的に確

保する観点から人材の適切な流動性を有した組織を構築するため、国、国立病院

機構等独立行政法人、国立大学法人、民間等と円滑な人事交流を行う体制を構築

する。 

女性の働きやすい環境を整備するとともに、医師の本来の役割が発揮できるよ

う、医師とその他医療従事者との役割分担を見直し、職員にとって魅力的で働き

やすい職場環境の整備に努める。 

 

３．人事に関する方針 

（１）方針 

良質な医療を効率的に提供していくため、医師、看護師等の医療従事者につ

いては、医療を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対応するとともに、経営に

十分配慮する。 

特に、医師・看護師不足に対する確保対策を引き続き推進するとともに離職

防止や復職支援の対策を講じる。 

また、幹部職員など専門的な技術を有する者については、公募を基本とし、

優秀な人材の確保に努める。 

 

（２）指標 

技能職について、平成２２年度において、２人の純減を図る。 

４．その他の事項 

センターのミッションを理解し、ミッションを実現するために必要なアクショ

ンプランを立て、具体的な行動に移すことができるように努める。 

また、アクションプランやセンターの成果について、一般の国民が理解しやす

い方法、内容で情報開示をホームページ等で行うように努める。 

ミッションの確認や現状の把握、問題点の洗出し、改善策の立案、翌年度の年

度計画の作成等に資するよう、職員の意見をセンター内メール・システム等にて

聴取を行うよう努める。 

 



 

担当領域の特性を踏まえた戦略的・重点的な研究・開発の推進（別紙１） 

１．重点的な研究・開発戦略の考え方 

疫学研究の成果を基礎研究にフィードバックし、臨床研究に直結させることに

より、センター内の各研究分野の「知」を集合させる取り組みを開始する。 

加齢に伴う疾患の代表である認知症、骨・運動器疾患、排尿障害等の克服のた

め、研究部門及び臨床部門の協働により、基礎から臨床応用に至る研究・開発に

センター一丸となって体系的に取り組む。 

特に認知症については、平成２２年４月、認知症先進医療開発センターを設置

し、認知症対策に資する予防、診断、治療、介護・支援の先進的かつ実用化を目

指した開発研究をより一層推進する。 

また、もの忘れセンターを設置し、認知症疾患センターの全国的なモデルとな

ることを目指すとともに、認知症に対する患者・家族の希望を叶えるための具体

的な取り組みを実践する。 

 

２．具体的方針 

（１）疾病に着目した研究 

① 加齢に伴う疾患等の本態解明 

認知症を来す代表的疾患であるアルツハイマー病、血管性認知症等の予防

法及び治療法の開発に必須となる認知症の発症メカニズムの解明に関する研

究を行うこととし、その一環として、平成２２年度においては、具体的に以

下の取り組みを行う。 

ア 神経変性モデル細胞を用いた、加齢に伴う脳の生化学的、病理学的変化

の解明 

イ アミノ酸代謝異常で生ずる神経毒のアミロイド代謝及びタウ代謝に与え

る影響の解析 

ウ アミロイドβ蛋白質代謝の制御機構の解明 

 

高齢者の代表的運動器疾患である骨粗鬆症等の発症メカニズムの解明に関

する研究を行うこととし、その一環として、平成２２年度においては、具体

的に以下の取り組みを行う。 

ア 破骨細胞の分化モデルを用いた、骨破壊に関わる遺伝子発現機序の解明 

 

その他、加齢に伴って生ずる心身の変化のメカニズムの解明を推進するた

め、生体防御機能、感覚神経機能、脂肪代謝機能等の生体機能の加齢に伴う

変化を分子レベル、細胞レベル及び個体レベルで研究することとし、その一

環として、平成２２年度においては、具体的に以下の取り組みを行う。 



 

ア 免疫老化に関連する機能因子の探索 

イ 細胞老化と細胞の恒常性維持に関する機序の解明 

ウ 脂肪・骨代謝制御因子の精製、脂質代謝制御化合物の生化学的解析 

 

② 加齢に伴う疾患の実態把握 

その他の重点的な研究課題として、加齢に伴って生じる心身の変化及び加

齢に伴う疾患の実態を把握するため、加齢変化を医学、心理学、運動生理

学、栄養学等の広い分野にわたって長期的に調査・研究することとし、その

一環として、平成２２年度においては、具体的に以下の取り組みを行う。 

ア 第７次長期縦断疫学調査の開始 

イ 第６次長期縦断疫学調査の結果の整理・集計・公表と、横断的データを

活用した認知症、運動器疾患、感覚器障害等の老年病罹患の実態の解明 

 

③ 高度先駆的及び標準的予防、診断、治療法の開発の推進 

認知症や運動器疾患等の加齢に伴う疾患の予防法の開発を行うとともに、

これら疾患の発生原因ともなりうる、日常生活の自立度の低下を防ぐための

研究を行うとともに、既存の予防手法について、適切な評価指標を用い、有

効性と安全性を検証するための研究を行うこととし、その一環として、平成

２２年度においては、具体的に以下の取り組みを行う。 

ア 認知症、変形性関節症、肺炎等の血液成分を用いた疾患特異性バイオマ

ーカーの解析 

イ 疾患モデル動物を用いた、認知症や骨代謝疾患の血中マーカーの解析 

ウ 軽度認知機能障害（ＭＣＩ）高齢者における認知機能低下抑制の取り組

み 

エ 食事等がアミロイド代謝へ及ぼす影響の細胞レベルでの検討と、疾患モ

デル動物の作製 

オ 地域住民の観察研究をもとにした、疾患の栄養学的危険因子の解析 

カ 疾患モデル動物を用いた、運動時や寝たきり状態での機械受容や伝導に

関係する遺伝子の解析 

キ 褥瘡ポケットのモデル動物の作製 

ク 高齢ドライバー運転能力評価システムの設計 

ケ 在宅介護評価における長時間モニタリング軽減のための計測系の小型化 

 

アルツハイマー病等の認知症の早期診断や治療評価の指標となる画像診断

法やバイオマーカー等の開発を推進するとともに、分子メカニズムに着目し

た根治的治療法の開発に資する研究を推進することとし、その一環として、



 

平成２２年度においては、具体的に以下の取り組みを行う。 

ア 潜在的認知機能低下の画像計測指標の策定 

イ アルツハイマー病の早期診断に関する多施設共同臨床研究の実施 

ウ 認知症研究のＩＴ基盤の開発と構築 

エ 新規ＰＥＴ認知症診断薬の安全性の検討 

オ アルツハイマー病等の認知症マウスモデルを用いた、早期診断バイオマ

ーカーの解析、臨床サンプルの収集 

カ アミロイドβ蛋白質や、神経原線維変化に結合する低分子化合物を検出

する装置の設計と試作 

キ 加齢に伴う認知症の細胞モデルの解析と、細胞死の原因やその結果増減

する分子の検索 

ク 新たな生体分子の解析システムの構築 

 

加齢に伴う運動器疾患等の治療法の開発に資する研究を推進するととも

に、高齢者の機能回復のため、高齢者のＱＯＬを損ねる口腔機能や排泄機能

の障害における再生・再建医療の研究を推進することとし、その一環とし

て、平成２２年度においては、具体的に以下の取り組みを行う。 

ア 実験室での歯槽骨の作製 

イ 疾患モデル動物における象牙質・歯髄再生法の確立 

ウ 筋再生治療用細胞の作製における、安全性の担保されたヒト筋細胞の分

離・培養法の開発 

エ 骨のカップリング機能を反映する評価系の開発 

 

高齢者の薬物動態に応じた投薬量の決定方法の開発、それらに配慮した臨

床試験・検査の在り方等についての検討を行う。 

 

研究基盤の整備のため、研究に必要なバイオリソースや臨床情報を収集

し、解析を行う研究を実施する等、その有効な活用を図る。 

 

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進 

認知症関連物質に関わる薬剤の開発、介護機器の安全性評価基準の確立等

の研究をはじめとした、医薬品及び医療機器の開発を目指した研究を行うこ

ととし、その一環として、平成２２年度においては、具体的に以下の取り組

みを行う。 

・介護支援機器との接触による人体損傷メカニズムの解析 

 



 

これらの研究成果を安全かつ速やかに臨床現場へ応用するために、医薬品

及び医療機器の治験（適応拡大を含む）の実現を目指した研究を推進し、特

に国民の健康への影響が大きい疾患分野については、より積極的に推進す

る。 

 

国内未承認の医薬品、医療機器の治験等臨床研究を推進するとともに、臨

床研究実施件数（倫理・利益相反委員会にて承認された研究をいう。）及び治

験（製造販売後臨床試験も含む。）の実施件数の増加を図る。 

 

（２）均てん化に着目した研究 

① 医療の均てん化手法の開発の推進 

長寿医療の質を評価する指標の開発、科学的根拠に基づいた予防・診断・

治療ガイドラインの作成、系統的な教育・研修方法の開発、多職種連携の促

進・普及のためのカリキュラムの開発、介護負担の軽減策等に資する研究等

を行うこととし、その一環として、平成２２年度においては、具体的に以下

の取り組みを行う。 

ア 在宅医療の効果的・効率的推進に関する調査研究 

イ 認知症患者を含む高齢者の自立支援と介護に関する文献的検討と、家族

介護者の介護負担を引き起こす諸要因に関する国内外の知見の整理 

ウ 災害時における、高齢者の生活機能低下予防策の実態把握 

また、これらの長寿医療分野における高度な研究開発を行う、専門的人材

の育成を図るため、連携講座における大学院生の教育を充実し、修士、博士

課程の修了者数の増加を図る。 

 

② 情報発信手法の開発 

長寿医療に対する正しい理解を促進し、患者・家族に対する支援の質を向

上させるため、患者・家族、国民や医療従事者への啓発・情報提供手法等の

研究を推進することとし、その一環として、平成２２年度においては、具体

的に以下の取り組みを行う。 

ア 患者・家族、国民に向けた啓発・情報提供手法等の検討 

イ 医療従事者に向けた啓発・情報提供手法等の研究 

 



別紙２

（単位：百万円）

金　額

収入
運営費交付金 3,459

業務収入 3,949

その他収入 2,946

計 10,354

支出
業務経費 7,230

施設整備費 2,565

借入金償還 79

支払利息 13

その他支出 84

計 9,971

（注１）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２）診療報酬改定は考慮していない。
（注３）給与改定及び物価の変動は考慮していない。
（注４）このほか、国から承継する一切の権利義務に係る収入支出がある。

区　別

平成２２年度予算



別紙３

（単位：百万円）

金　額

費用の部 8,231

経常費用 8,179

業務費用 8,154

給与費 4,126

材料費 1,218

委託費 499

設備関係費 603

その他 1,708

財務費用 13

その他経常費用 12

臨時損失 51

収益の部 7,962

経常収益 7,931

運営費交付金収益 3,277

資産見返運営費交付金戻入 8

業務収益 4,636

医業収益 4,315

研修収益 17

研究収益 304

土地建物貸与収益 5

宿舎貸与収益 3

その他経常収益 2

臨時利益 30

純利益 △269

目的積立金取崩額 0

総利益 △269

区　別

平成２２年度収支計画

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。



別紙４

（単位：百万円）

金　額

資金支出 10,354

業務活動による支出 7,243

研究業務による支出 1,229

臨床研究業務による支出 2,167

診療業務による支出 2,994

教育研修業務による支出 221

情報発信業務による支出 47

その他の支出 585

投資活動による支出 2,565

財務活動による支出 163

次期中期目標の期間への繰越金 383

資金収入 10,354

業務活動による収入 7,419

運営費交付金による収入 3,459

研究業務による収入 113

臨床研究業務による収入 638

診療業務による収入 3,182

教育研修業務による収入 16

その他の収入 10

投資活動による収入 0

財務活動による収入 657

長期借入による収入 0

その他の収入 657

前期よりの繰越金 2,279

（注２）前期よりの繰越金は、国立高度専門医療センター特別会計からのものを示す。

（注３）このほか、国から承継する一切の権利義務に係る収入支出がある。

区　別

平成２２年度資金計画

（注１）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。


